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廃棄物減量等推進審議会の関係法令等（抜粋） 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（廃棄物減量等推進審議会） 

第五条の七 市町村は、その区域内における一般廃棄物の減量等に関する事項を審議させる

ため、廃棄物減量等推進審議会を置くことができる。 

２ 廃棄物減量等推進審議会の組織及び運営に関して必要な事項は、条例で定める。 

 
瑞浪市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 

（廃棄物減量等推進審議会） 

第１条の２ 一般廃棄物の減量に関する事項、一般廃棄物の処理に関する基本的な事項、そ

の他の一般廃棄物の適正処理に関する事項を審議させるため、瑞浪市廃棄物減量等推進審

議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、一般廃棄物の減量、再利用の促進等に関する事項について、市長の諮問に応

じ審議し、市長に答申する。 

３ 審議会は、委員 15名以内をもって構成する。 

４ 委員は、住民、学識経験者、事業者、廃棄物処理業者又は廃棄物再生事業者のうちから

市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 
瑞浪市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則 

（廃棄物減量等推進審議会の運営） 

第２条 条例第１条の２第１項に規定する瑞浪市廃棄物減量等推進審議会（以下「審議会」

という。）に会長を置き、委員のうちから互選する。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職

務を代理する。 

４ 審議会の会議は、会長が招集する。 

５ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

６ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

７ 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

８ 審議会の庶務は、環境課において処理する。 

９ 前各項に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って

これを定める。 
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産業廃棄物の関係法令等（抜粋） 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（事業者及び地方公共団体の処理） 

第十一条 事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない。 

２ 市町村は、単独に又は共同して、一般廃棄物とあわせて処理することができる産業廃棄物

その他市町村が処理することが必要であると認める産業廃棄物の処理をその事務として行な

うことができる。 

３ 都道府県は、産業廃棄物の適正な処理を確保するために都道府県が処理することが必要で

あると認める産業廃棄物の処理をその事務として行うことができる。 

（地方公共団体の処理） 

第十三条 第十一条第二項又は第三項の規定により市町村又は都道府県がその事務として行う

産業廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準は、産業廃棄物処理基準（特別管理産業廃棄

物にあつては、特別管理産業廃棄物処理基準）とする。 

２ 都道府県又は市町村は、産業廃棄物の処理施設の設置その他当該都道府県又は市町村が行

なう産業廃棄物の収集、運搬及び処分に要する費用を、条例で定めるところにより、徴収す

るものとする。 

 
瑞浪市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 

（市が処理する産業廃棄物） 

第６条 法第11条第２項の規定により市が処理する産業廃棄物の種類及び処理の区分について

は、市長が告示するものとする。 

 
（処理手数料等） 

第９条 市長は、市の区域内における一般廃棄物の収集、運搬及び処分に係る手数料並びに、

法第 13 条第２項の規定による産業廃棄物の処理費用について、別表の金額を徴収する。 

（手数料の減免） 

第 10 条 市長は、次の各号の一に該当するものに対しては、前条に規定する一般廃棄物の処理

手数料を減免することができる。 

(１) 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 11 条に規定する扶助を受けている者 

(２) 天災、その他の災害を受けた者 

(３) その他市長が必要と認めた者 
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別表（第９条関係） 

排出 

形態 
廃棄物区分 取扱区分 

処理手数料 

又は処理費用 

生活系 一般 

廃棄物 可燃 

ごみ 

収集袋による収集・運搬及

び処分 

大 20 枚入り１袋につき 920 円 

中 20 枚入り１袋につき 720 円 

小 20 枚入り１袋につき 520 円 

焼却場持込処分 10 キログラムごとに 60 円 

不燃 

ごみ 

収集袋による収集・運搬及

び処分 

大 10 枚入り１袋につき 460 円 

小 10 枚入り１袋につき 260 円 

シールを貼り付けた不燃ご

み１個の収集・運搬及び処

分 

５枚入り１袋につき 460 円 

埋立処分場持込処分 10 キログラムごとに 60 円 

粗大 

ごみ 

特別な理由による申込の戸

別収集・運搬 
１回につき 2,000 円 

し尿 収集・運搬及び処分 18 リットルごとに 220 円 

特定 

家庭用 

機器 

指定場所持込 

家電製品（エアコン・テレ

ビ・冷蔵庫・洗濯機）１台

につき 

2,000 円 

事業系 一般 

廃棄物 

可燃 

ごみ 

事業者、許可業者の焼却場

持込処分 
10 キログラムごとに 110 円 

不燃 

ごみ 

事業者、許可業者の埋立処

分場持込処分 
10 キログラムごとに 110 円 

産業 

廃棄物 

可燃 

ごみ 
事業者の焼却場持込処分 10 キログラムごとに 130 円 

不燃 

ごみ 

事業者の埋立処分場持込処

分 
10 キログラムごとに 130 円 

 


